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ノーベル賞受賞で弾みがついた地球温暖化対策
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1.真鍋淑郎博士の地球温暖化研究にノーベル賞

2021年10月5日、二酸化炭素濃度（CO2）の上昇が地球温暖化に影響するという気候（シミュレーショ
ン）モデルを世界に先駆けて発表した功績から、ドイツと、イタリアの研究者とともに、真鍋淑郎（まな
べしゅくろう）博士（プリンストン大学上級研究員、アメリカ国籍）に今年のノーベル物理学賞が授与さ
れました。

これまでノーベル物理学賞は、｢天文学と宇宙物理学｣や｢原子や分子関連｣、｢素粒子物理｣など、大きく
3つの分野から選ばれてきましたが、気象や気候の研究分野を対象とするのは初めてのことです。

真鍋淑郎博士のノーベル物理学賞受賞により

• 地球温暖化と異常気象との関係について科学的根拠の信憑性が向上

• 世界的に脱炭素の流れが加速、関連技術に注目が集まる

• 地球温暖化解決に資する技術を持つ企業に市場での期待が高まる

2.真鍋淑郎博士の気候モデル

地球温暖化の予測には、物理的な法則に基づく、大気や海の動き方、熱の循環の仕方を再現する気候モ
デルが必要となります。真鍋淑郎博士は、開発した気候モデルを使ってCO2が倍増すると気温が約3.5℃
上がることを、1975年に試算しました。現在の気候変動に関する研究にも真鍋淑郎博士が基礎を作った気
候モデルや分析手法は欠かせず、その功績は計り知れません。

3.科学的根拠を得た地球温暖化と異常気象

真鍋淑郎博士が基礎を作った気候モデルや分析手法は最新の｢気候変動に関する政府間パネル
（IPCC） ｣の第6次評価報告書にも使われました。IPCCは世界気象機関（WMO）及び国連環境計画
（UNEP）により1988年に設立された政府間組織で、2021年8月末現在、195の国と地域が参加していま
す。IPCCの目的は、各国政府の気候変動に関する政策に科学的な基礎を与えることです。世界中の科学者
の協力の下、出版された文献（科学誌に掲載された論文等）に基づいて定期的に報告書を作成しています。

第6次評価報告書には、人類の活動が地球温暖化の原因であることが「疑う余地がない」と記載されて
います。次ページでは報告書に記載されている研究の一部を紹介します。
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報告書 公表年 人類活動の影響

第4次報告書 2007年 可能性が非常に高い

第5次報告書 2013年 可能性が極めて高い

第6次報告書 2021年 疑う余地がない （出所）各報告書を基に大和アセットマネジメント作成

IPCC報告書における人類活動の地球温暖化への影響に関する表現

IPCC報告書：温暖化による年間平均降水量への影響

地球温暖化と異常気象は密接に関係しています。例えば、近年日本でも大雨に伴う災害が増加したと実
感されている方も多いのではないでしょうか。

下図によると、4℃気温上昇がすると年間平均降水量が40％以上増加する地域が急増しています。この
まま地球温暖化が進むと、日本においても降水量が今まで以上に増加することを示唆しています。

（出所）IPCC第6次評価報告書第1作業部会報告書 政策決定者向け要約 暫定訳（文部科学省及び気象庁）より、図SPM.5Cを転載

（出所）IPCC第6次評価報告書第1作業部会報告書 政策決定者向け要約 暫定訳
（文部科学省及び気象庁）より、図SPM.6を転載

IPCC報告書：陸域における極端な降水の予測される変化

また、同報告書によると日降水量で見た大雨（地球温
暖化の影響が少ない1850年～1900年において、10年に
1回の現象）が発生する可能性は、地球温暖化が1℃進行
すると約７％、4℃進行すると約30％も増加すると予測
しています。地球温暖化に伴い、大雨に伴う災害が増加
する可能性が高いと指摘しています。



URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00～17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は投資判断の参考となる情報提供を目的として大和アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、勧誘を目的としたもの
ではありません。投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書(交付目論見書)」の内容を必ずご確認の
うえ、ご自身でご判断ください。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。運用実績などの
記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更
されることがあります。また、記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許諾者に帰属します。

3/3

4.今後の地球温暖化対策と技術に期待
今回のノーベル物理学賞受賞の背景の１つとして、地球温暖化やそれに伴う異常気象に対する強い危機感が

あります。今回の受賞によって地球温暖化と異常気象との関係について科学的根拠はより信憑性のあるものと
なりました。今後は地球温暖化対策を進める上で最も影響が大きいCO2排出の削減を可能とする技術などが必
要不可欠となります。特に、水素やアンモニアを使った発電技術や、分離・貯留したCO2を利用する技術
（CCUS）、自動車の排ガス削減と効率化などが日本国内も含め世界的に注目を集めています。

また、それらの技術を持つ個別銘柄群にも関心が高まっています。企業に対する地球温暖化やCO2排出を削
減する技術などへの期待は、｢世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑
える努力をする。｣というパリ協定の目標達成に貢献が想定される企業で構成された「MSCI ACWI 気候パリ
協定準拠インデックス」がそうした考慮がない通常の指数「MSCI ACWI」と比較し、良好なパフォーマンス
となっていることにも表れています。特に直近一年はその傾向が強まっています。加えて、地球温暖化対策は
道半ばであり、世界各国のより一層の努力が継続的に必要なため、長期的にこの傾向が続くことが見込まれま
す。

地球温暖化の要因がCO2等の温室効果ガスであることや、地球温暖化が異常気象増加を招くことの科学
的根拠が集積される一方で、多くの国が署名し、2016年に発効したパリ協定以降も、「温暖化懐疑論者」
が依然として存在します。今回、パリ協定締結時にも根拠として参照されたIPCC報告書に引用された基礎
研究がノーベル物理学賞を授賞したことで、 CO2等の温室効果ガス削減によって地球温暖化を防止する流
れは世界的なコンセンサスを得たと言えます。
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行なう場合、約定代金に対して最大 1.26500％（但

し、最低 2,750 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の

外国取引にあたっては約定代金に対して最大 0.99000％の国内取次手数料（税込）

に加え、現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金等が必要となります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を

含みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあ

たっては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがありま

す。 

 信用取引を行なうにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託

保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行なうこ

とができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあり

ます。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された購入時手数料および運

用管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等に

は価格の変動等による損失が生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行なわれていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 ／ 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 
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